
【定額減税処理手順書 5 月 10 日改訂版】 

定額減税対応について 

【５月１０日改訂版で追記を行った項目には『◎』が付いております。必ずご確認下さい。】 

以下、各対応についての説明と処理手順及び注意点になります。 

定額減税の処理を行われる前に必ずご一読ください。 

 

◎月次減税処理について 

前回のバージョンアップで【年調区分】が『1:年調しない』と設定されている社員を 

合計所得 1805万円以上の社員とみなして【定額減税対象】に『0:非該当』を自動で 

設定させていただいておりますが、定額減税月次処理（給与での控除）につきましては、 

本人の合計所得を対象判断の条件として用いないことがわかりました。 

前回バージョンアップ後に既にユーザー様の判断で正しく設定を行っていただいている場合など 

労務三昧の設定区分範囲内では自動での判断が正確に行えない場合もございますので、 

大変お手数ではございますが【年調区分】が『1:年調しない』と設定されている社員で 

定額減税月次処理行う場合につきましては、【定額減税対象】を『1:該当』と 設定し、 

【同一生計配偶者と扶養親族の数】の入力を行っていただくようお願い致します。 

 

・定額減税対象人数の抽出（１回目 4/19対応） 

バージョンアップ時に社員情報に登録されている情報から社員が 

定額減税の対象か否か判断し社員給与情報＞給与画面【定額減税対象】に登録します。 

また、定額減税対象の被扶養者人数を抽出し、 

社員給与情報＞給与画面【同一生計配偶者と扶養親族の数】に登録します。 

 



社員の定額減税の対象判断条件及び被扶養者人数の抽出条件は下記の通りとなります。 

〈社員本人〉 

定額減税の対象か否かは下記の条件によって判断致します。 

【条件】 

 ・社員基本情報＞基本画面【退休職区分】『1:退職者』以外 

【居住者区分】『１:非居住者』以外 

 ・社員給与情報＞給与画面【税表区分】『0:甲欄』  

                                       【年調区分】『0:年調する』 

 上記条件にすべて該当する場合のみ【定額減税対象】『1:該当』とします。 

上記条件に一つでも当てはまらない場合は【定額減税対象】『0:非該当』とします。 

『0:非該当』の場合は、〈配偶者〉、〈配偶者以外の被扶養者〉の人数は計上されません。 

 

◎入社情報から新しく登録した社員は【定額減税対象】『0:非該当』とします。 

 （６月２日以降入社の社員は定額減税月次処理を行いません。） 

 

〈配偶者〉 

【条件】 

・社員給与情報＞給与画面【定額減税対象】『1:該当』 

【配偶者区分】『1:配偶者あり控除対象』もしくは 

『3:老人配偶者』 

・社員基本情報＞扶養画面【居住者区分】『1:非居住者』以外 

上記の 3つの条件に該当する場合に 1人として【同一生計配偶者と扶養親族の数】に 

計上します。 

 

〈配偶者以外の被扶養者〉 

【条件】 

・社員給与情報＞給与画面【定額減税対象】『1:該当』 

・社員基本情報＞扶養画面＞被扶養者欄【年調扶養】『1:該当』 

【居住者区分】『1:非居住者』以外 

上記の 3つの条件に該当する場合に【同一生計配偶者と扶養親族の数】に計上します。 

 

 

 

 

 

 



・月次減税額の算出（１回目 4/19対応） 

  上記条件から抽出した人数に社員本人を足して計算します。 

（【同一生計配偶者と扶養親族の数】 + 1）×30,000円の金額が 

社員給与情報＞給与画面【月次減税額】に表示されます。 

社員給与情報＞給与画面【定額減税対象】『1:該当』の場合は 

【同一生計配偶者と扶養親族の数】に入力されている数字に合わせて 

月次減税額が自動計算によって表示されます。 

社員給与情報＞給与画面【定額減税対象】『0:非該当』の場合は 

月次減税額は計算されません。 

 

・社員データインポート/エクスポートで定額減税扶養人数を入出力（１回目 4/19対応） 

社員データインポート/エクスポートで【定額減税扶養人数】を入出力出来ます。 

社員データインポート/エクスポートで【同一生計配偶者と扶養親族の数】の 

人数の確認及び人数の登録を行うことが出来ます。 

＊【定額減税扶養人数】は名称が異なりますが【同一生計配偶者と扶養親族の数】と 

同じ項目です。 

 〈社員データインポート〉           〈社員データエクスポート〉 

 

 

 

 

・年末調整手続き＞関連資料＞扶養一覧表（年調）居住者区分を追加（1回目 4/19対応） 

 定額減税扶養人数の対象の被扶養者を確認する為に扶養一覧表（年調）に 

居住区分の項目を追加しました。非居住者の場合は ’非’ と印字されます。 

 

 



また、チェックボックス【□居住者区分が’1:非居住者’は出力しない】を設置しました。 

チェックを入れると【居住者区分】『１：非居住者』の場合は印字されません。 

 

 

 

 

 

 

・源泉徴収に係る定額減税のための申告書の印刷（１回目 4/19対応） 

年末調整手続き＞関連資料＞扶養控除申告書 にチェックボックスを追加し 

定額減税用扶養控除申告書の印刷に対応しました。 

＊配偶者欄、扶養親族欄は記入用として空欄で印刷されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



・住民税減額の対応（2回目 5月中旬頃対応） 

 下記の対応は５月中旬頃になりますが、５月に入って住民税がスライド処理された 

 後であれば事前に金額の入力はしていただけます。 

 社員給与情報＞給与画面 の【住民税６月分金額】を７月分として、 

【住民税７月分金額】を 8月分として扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・月次定額減税処理への対応（2回目 5月中旬頃対応） 

 支払年月日が令和 6年 6月１日から令和６年 12月 31日の期間で最初の 

 給与・賞与を作成した際に社員給与情報の月次減税額を取得します。 

 

 定額減税残額が０になるまで順次所得税を減額します。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

７月分住民税 ８月分住民税 



・各人別控除事績簿の印刷（2回目 5月中旬頃対応） 

 給与/賞与手続きに【控除事績簿】を追加しました。 

 給与体系を選択して出力することが出来ます。 

  

・◎給与・賞与明細に控除した金額を表示（2回目 5月中旬頃対応） 

 下図のチェックボックス【定額減税額があれば所得税が０円でも印刷する】にチェックを入れると 

 定額減税額があると所得税が０円でも印字されます。 

  

 

 

 

 

 

 



 

◎【普通用紙】 

 

 ◎【袋】 

 



◎【窓あき封筒】 

 

・◎給与データエクスポートで定額減税関連項目をエクスポート（2回目 5月中旬頃対応） 

 選択項目に『前回定額減税残額』『減税前所得税』『今回控除金額』『今回定額減税残額』 

『社員定額減税区分』『定額減税扶養人数』を追加しました。 

 



定額減税処理手順 

１. 4/19分バージョンアップ時に社員情報に現在登録されている情報から 

【定額減税対象】と【同一生計配偶者と扶養親族の数】が自動的に登録されます。 

以降に登録を行っても自動的に反映はされません。 

 

2.社員データエクスポートを用いて【定額減税扶養人数】を出力し 

【同一生計配偶者と扶養親族の数】の人数があっているか確認を行ってください。 

人数に誤りがあった場合もしくは社員基本情報＞扶養画面に扶養者の登録がない場合は 

社員給与情報＞給与画面から【同一生計配偶者と扶養親族の数】の人数を修正するか 

社員データインポートで正しい人数をインポートして修正します。 

〇社員データインポート手順 

① 社員データエクスポートで『社員コード』『社員名』『定額減税扶養人数』を選択し 

File出力します。 

② エクセルで正しい人数を入力します。 

③ 社員データインポート（Excel用）で『社員コード』『社員名』『定額減税扶養人数』を 

選択して読み込みます。 



 

3.年末調整手続き＞関連資料＞扶養一覧表（年調）で定額減税扶養者の対象になっている 

被扶養者を確認することができます。 

・チェックボックス【□年調非該当の扶養者も出力する】のチェックを外します。 

・チェックボックス【☐居住者区分が’1:非居住者は出力しない’】にチェックを入れます。 

  上図の設定で印刷することで定額減税扶養者の対象になっている被扶養者のみが 

  印字されます。 

 

４．支払年月日が令和 6年 6月１日から令和６年 12月 31日の期間で最初の 

給与・賞与を作成した際に社員給与情報の月次減税額を取得します。 

定額減税残額が０になるまで毎月の給与・賞与の所得税を順次減額します。 

 

5．給与・賞与入力画面で更新すると【各人別控除事績簿】に入力した給与・賞与の 

『控除前税額』、『控除した金額』、『控除しきれない金額』が反映されます。 

◎ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注意事項 

①支払年月日が令和 6年 6月１日から令和６年 12月 31日の期間で最初の 

給与・賞与を作成した際に社員給与情報の月次減税額を取得する為、 

上記期間の最初の給与・賞与を作成する前に【定額減税対象】と 

【同一生計配偶者と扶養親族の数】の登録及び修正を済ませておく必要がございます。 

 

②給与・賞与入力画面に表示される【前回定額減税残額】【控除前所得税】【今回控除額】 

【今回定額減税残額】は直接入力することは出来ません。 

 

③◎各人別控除事績簿へのデータ出力上、給与賞与の作成及び入力は必ず支払年月日順に 

行っていただく必要がございます。 

例）給与 6/20払  賞与 6/25払 

   上記の場合、必ず給与の処理を終えてから賞与の作成を行ってください。 

   給与の処理を終えずに賞与の作成を行うと定額減税残額の計算が出来ない為、 

   作成時点での定額減税残額を賞与に反映してしまいます。修正するには賞与を一度削除し、 

   給与入力後に再作成していただく必要がございます。 

  （例） 

  ２行目の社員は給与の入力及び更新を終える前に、賞与を作成及び入力しその後に 

給与の入力を行っている為、賞与の定額減税残額の金額に給与で引かれるべき 

5，190円が引かれていないので、賞与作成時には定額減税残額が 30，000円で 

計算されている。修正するには賞与を削除し再作成を行う必要があります。 

誤 【給与】30，000 – 5，190 ＝ 24，810  【賞与】30，000 – 11，471 ＝ 18，339 

正 【給与】30，000 – 5，190 ＝ 24，810  【賞与】24，810 – 11，471 ＝ 13，339 

  また、給与賞与が同日支払の場合も同様に定額減税残額を正しく計算する為に一方の処理を

終えてからもう一方の処理を行ってください。 

    

 

 

 



④最新の給与賞与以前の支払日の給与賞与の支給額を変更もしくは税計算上の扶養人数等の 

所得税計算に関連するマスターを変更し再計算を行った場合は所得税額が 

変更されるため定額減税残額の計算を正しく行うことが出来ません。 

(7/28 払の給与作成後に 7/10払の賞与の支給額を変更した場合)  

【賞与支給額変更前の各人別控除事績簿】 

   正 6,978-5,780＝1,198 

   【賞与支給額変更後の各人別控除事績簿】 

      誤 13,875-5,780=1,198 

⑤◎定額減税月次処理は項目定義で所得税を【算出方法】『4：定計算』で計算している 

場合のみに対応しています。【算出方法】『1：固定』『2：入力』『3：計算』で所得税を 

管理されている場合は正しく計算されません。 

給与データインポートや強制修正での所得税の入力も正しく計算されません。 

 

⑥各人別控除事績簿へは給与・賞与合わせて 12回分まで出力可能です。 

  また、各人別控除事績簿は支払日ごとに横並びで印刷されますので、 

支給日が給与体系ごとの異なる場合は印刷指示画面で、 

給与体系ごとに選択して出力してください。 

 

⑦◎給与賞与再計算で支払日変更時、支払日の指定が 

令和 6年 5月 31日以前から令和 6年 6月 1日以降に変更する場合と 

令和 6年 6月 1日以降から令和 6年 5月 31日以前に変更する場合に 

定額減税処理の為行えない旨のメッセージが表示され処理が行えません。 

 


